
令和８年７月２４日(金)

奈良労働基準監督署 安全衛生課

建設業における安全衛生対策の推進について
～熱中症予防と個人事業者等への対策～



１ 建設現場の熱中症対策の強化

（令和７年６月１日施行）

２ 個人事業者等に対する安全衛生対策

（令和８年４月１日施行）

３ 配布・関連資料



１ 建設現場の熱中症対策の強化（令和７年６月１日施行）

【強化の背景】熱中症死亡災害の９７％で初期症状の放置、対応の遅れあり

労働安全衛生法令に、作業内容（物の製造等）に伴い高温となる状態や著し

く暑熱な場所（脚注１）、多量の発汗を伴う作業場、屋内作業場についての規定

はあったが、熱中症発症のリスクのある暑熱な気温、気候においての措置義務

を課した法令はなかった。

改正直前の令和４、５年の熱中症による死亡者数は全国で連続３０人レベル

であり、平成３０年から熱中症による休業者数の減少傾向もみられない。

熱中症死亡災害の９７％で初期症状の放置、対応の遅れがあったことが判明

したため、現場において重篤化させない、死亡に至らせないための適切な対策

の実施が法令で義務付けられた（６か月以下の拘禁刑又は３０万円以下の罰金）。

（脚注１）著しく暑熱な場所

労働者の作業する場所が乾球温度摂氏 40℃，湿球温度摂氏 32.5℃，黒球寒暖計示度摂氏 50℃

または感覚温度 32.5℃以上の場所を いう。（昭和 23 年 8 月 12 日付け基発第 1178 号）
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１ 建設現場の熱中症対策の強化（令和７年６月１日施行）

【改正点】屋内作業場、作業内容に限定せず、熱中症対策が法令で義務付け

労働安全衛生規則６１２条の２

（熱中症を生ずるおそれのある作業、安衛法２２条）

第１項

事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある

作業を行うときは、あらかじめ、当該作業に従事する作業従事者が熱中症の自覚症状を

有する場合又は当該作業に従事する作業従事者に熱中症が生じた疑いがあることを当

該作業に従事する他の作業従事者が発見した場合にその旨の報告をさせる体制を整備し、

当該作業に従事する作業従事者に対し、当該体制を周知させなければならない。

⇒熱中症の疑いの者いることを報告させる連絡体制

⇒令和８年４月１日の安全衛生法改正に伴い、作業従事者への周知も義務付け。

（説明事項２で解説）
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１ 建設現場の熱中症対策の強化（令和７年６月１日施行）

【改正点】屋内外作業場、作業内容に限定せず、熱中症対策が法令で義務付け

労働安全衛生規則６１２条の２

（熱中症を生ずるおそれのある作業、安衛法２２条）

第２項

事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれのある

作業を行うときは、あらかじめ、作業場ごとに、当該作業からの離脱、身体の冷却、必

要に応じて医師の診察又は処置を受けさせることその他熱中症の症状の悪化を防止す

るために必要な措置の内容及びその実施に関する手順を定め、当該作業に従事する作

業従事者に対し、当該措置の内容及びその実施に関する手順を周知させなければなら

ない。

⇒熱中症発症者への初期対応の手順、応急処置の内容

⇒令和８年４月１日の安全衛生法改正に伴い、作業従事者への周知も義務付け。

（説明事項２で解説）
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１ 建設現場の熱中症対策の強化（令和７年６月１日施行）

【補足説明】暑熱な場所、熱中症を生ずるおそれのある作業について

（配布リーフレット

「令和７年６月１日に改正労働安全衛生規則が施行されます。

職場における熱中症対策の強化について」Ｐ.4より抜粋）

労働安全衛生規則６１２条の２

で対象となる作業は、

・WBGT２８度以上 又は

・気温３１度以上

の環境下で

・連続１時間以上 又は

・１日４時間以上

を超えて実施が見込まれる作業

⇒７～９月の建設業は該当！

結果的に気温が３０度、１日の作業が３時

間５９分であっても無対策では法違反！

（通達 令和7年5月２０日 基発0520第6号）
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１ 建設現場の熱中症対策の強化（令和７年６月１日施行）

【具体的取組】それぞれの現場にあった内容、周知方法になっているか確認

リーフレットに掲載のフロー図の例をそ

のまま周知している、作業場所ごとに作

成していない、実効性がないものを記載

している事例を非常によく見かけます。

（例）冷凍庫が近くにないのに氷で体を

冷やす方法を周知、報告を受ける責任者

が出勤しない日がある、搬送先病院が救

急に対応しているか確認していない等

初期対応について、「日陰に移動させ

る」「日陰を作る」対応も、アスファル

トや地面は日陰でも日中３０～４６度に

なるため、作業場近くに車がある場合は

エアコンを全開にし休ませる、水道があ

る場合は全身を冷却する方法等も案内し

てください。

（例）

人の経由が多い連絡体制は時間を要し、対応が遅れがちです。

熱中症に限定せず、緊急連絡体制を統一し、メールやＳＮＳで周知

することも可。
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１ 建設現場の熱中症対策の強化（令和７年６月１日施行）

【具体的取組】簡単、客観的な方法で熱中症のサインを見逃さない。

（トイレに掲示しセルフチェック）（高齢者は暑さを感じにくく、

熱を逃がす体の反応がおくれがち！）

建設現場での熱中症対策、マンネリ化、形骸化していませんか？

せっかく購入した熱中症対策ウェアラブルディバイス使ていますか？
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１ 建設現場の熱中症対策の強化（令和７年６月１日施行）

【監督署への相談事例等】適切な医療措置を受けていない、労災隠しの疑いも

■ 元方事業者（元請）、下請会社

⇒ペナルティを受けるので、休業災害を出したくない！

・作業員が病院を受診し、要休業となったが、テレワーク、事務作業であれば

可能と現場判断し、休業させなかった。

・病院受診の結果、入院が必要となったが、元請に迷惑がかかるので労働者を

解雇し、元請には退職したと説明した。

・定期健康診断未実施だが、実施済と報告（私病通院歴を健診実施と報告して

いる事例がある）。

■ 労働者、作業員

⇒元請や発注者に迷惑をかけたくない！

・病院を受診したが、健康保険で支払った。

・病院をすぐに受診せず、帰宅後症状が悪化した。
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２ 個人事業者等に対する安全衛生対策（令和８年４月１日施行分）
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注文者
が講ずべき措置

R8.4.1～

個人事業者等自身
が講ずべき措置

R9.4.1～

業務上災害
の報告制度
R9.１.1～

業種を問わない
混在作業の
連絡調整措置

R9.4.1～

元方事業者
が講ずべき措置

R8.4.1～

個人事業者等によ
る労働基準監督署

への申告
R8.4.1～

施行済み 令和９年～

注文者の配慮義務
（施工方法
工期）

R7.5.14～

有害環境への立入禁止

一部の危険有害な作業に
ついて措置義務、配慮義務

R5.4.1～



２ 個人事業者等に対する安全衛生対策（令和８年４月１日施行分）
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事 業 者：事業を行う者で、労働者を使用するもの（安衛法２条）

作業従事者：事業を行う者が行う仕事の作業に従事する者（安衛法１５条）

労働者、法人の代表・役員、個人事業者（個人事業主個人）、

個人事業者の家族従事者を含む。

個人事業者：事業を行う者で、労働者を使用しないもの（安衛法３１条の３）

事業者に含まれない。

個人事業者等：事業を行う者で労働者を使用しないもの及び

中小企業の事業主または役員

請 負 人：個人事業者（個人事業主個人） 、下請業者（事業者のうち元請

から業務の一部を請け負うもの）

用語整理



２ 個人事業者等に対する安全衛生対策（令和８年４月１日施行分）
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①安衛法第２０～２５条

事業者が講ずる措置の一部対象に、労働者以外の作業従事者が含まれる。

②安衛法第３１条

注文者が講ずる措置の対象に、労働者と同一の場所で仕事の作業に従事する

労働者以外の作業従事者が含まれる。

③安衛法９８条２項（使用停止命令等）

労働基準監督署長は、同条第１項により命じた事項について必要な事項を

作業従事者に命ずることができる。

①～③を踏まえ、所要部分の「関係労働者」を「関係作業従事者」に改正。

労働安全衛生法（以下「安衛法」）改正の概要



２ 個人事業者等に対する安全衛生対策（令和８年４月１日施行分）
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【具体例】高さ２ｍ以上開口部に手すり、覆い等を設けていない場合

■（令和８年４月１日以降）

労働者と「労働者以外の作業従事者」が

同一の場所で作業

⇒事業者は開口部に手すり、覆い等を設

けなければならない。

※労働者のほか、労働者以外の作業従事

者も設置までの間立入禁止！！

労働者 労働者

労働者以外の
作業従事者

労働者以外の
作業従事者

□（よくある疑問）

「労働者以外の作業者」のみが同一の場所

で作業

⇒事業者は措置義務はなし。

※民事上責任を問われる可能性あり。

スライド１６も参照。

（措置義務あり） （措置義務なし）



２ 個人事業者等に対する安全衛生対策（令和８年４月１日施行分）
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【補足説明】「立入禁止」について

■（令和５年４月１日施行済）

労働安全衛生規則５８５条１項に

立入禁止についての規定がありますが、

有害環境に限定されます。

・令和５年4月１日 有害環境に限定

・令和８年4月1日 各法令違反が是正される

までの間、

使用停止

作業禁止

立入禁止

となります。

（リーフレット「労働者と同じ場所で危険有害な作業を行う

個人事業者等の保護措置が義務付けられます！」より抜粋）

※参照

「個人事業者等の健

康管理に関するガイ

ドライン」



２ 個人事業者等に対する安全衛生対策（令和８年４月１日施行分）
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【注意①】請負人だけが行う作業であっても、

一部の危険有害な作業について措置義務、配慮義務あり（令和５年４月１日施行）

【参考】特定化学物質障害予防規則５条

特定第二類物質または管理第二類物質のガス、蒸気、粉じん発生する屋内作業場

については、労働者に限定せず、局所排気装置等の設置が義務付けられています。

特定第二類物質：ナフタレン、エチレンオキシドなど

管理第二類物質：溶接ヒュームなど

（リーフレット「労働者と同じ

場所で危険有害な作業を行う個

人事業者等の保護措置が義務付

けられます！」より抜粋）



２ 個人事業者等に対する安全衛生対策（令和８年４月１日施行分）
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【注意②】「労働者」であるかは「実態」で判断

労働基準法では、「労働者」を「事業
又は事務所に使用される者で、賃金を支払

われる者をいう」（第９条）と規定してい

ます。労働安全衛生法及びじん肺法での

「労働者」は労働基準法上の労働者と同義

です。

形式上請負、一人親方等であっても、
実態で労働者と判断される場合があり
ます。
仕事を依頼している個人事業主が

「労働者」に該当するかチェック！

（配布リーフレット

「あなたの働き方を

チェックしてみましょ

う」より抜粋）



3 配布・関連資料

関連した資料、リーフレット等についてQRコードを読み取り、ご活用ください。

タイトル 説　　明 サンプル QRコード タイトル 説　　明 サンプル QRコード

労働安全衛生法及び作業環境
測定法
改正の主なポイントについて

熱中症クールワークキャン
ペーン

厚生労働省作成

個人事業者等の安全衛生対策
について

本省HP
本省作成資料、
YouTube説明動画あ
り

奈良県内の熱中症災害が急
増！

奈良労働局作成

「個⼈事業者等の健康管理に

関するガイドライン」を策定
しました

令和７年発生の熱中症によ
る労働災害事例

奈良労働局作成

労働基準法における「労働
者」とは

労働基準法研究会報告
（労働基準法の「労働
者」の判断基準につい
て）（昭和60年12月
19日）ほか

働く人の今すぐ使える熱中
症ガイド

厚生労働省作成

クリーンな雇用・クリーンな
請負の建設業界
一人親方と社員の違いをご存
じですか？

国土交通省作成
元請・下請間等に関するト
ラブルの相談窓口

建設業取引適正化セン
ター
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